
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書
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1 事業の成果

2019年に発生した COVID19も感染の第七波、第人波を迎え多くの活動が制限する中、リモー トでの

活動が中心であったが、その中で感染拡大防止に留意しながら対面での講習会、講座開設、イベント等

徐々に再開することができた。

復興支援事業としてスター トした福島県伊達市霊山町における霊山プロジェク トでの地元食材を

生かした季節の味覚セット品販売も本年度で 5年 目となリセット内容も充実し多くの方に喜ばれる

ものとして定着 してきた。

「顔の見える地産地消の食とエネルギーづくり」と題 し2018年度三井物産環境基金助成を受けて

進めているプロジェク トは終了したが、当協会独自のプロジェク トとして継続実施することになリク

ラウドファンディングでの寄付金集めを行い、各種イベント、並びにメタン発酵技術の普及を目的とし

たバイオガスマイスター研修プログラムも中級講座を開催することができバイオガスマイスター中級

認定者 14名 を認定するとともに、講座テキス ト等資料の充実を図ることができた。

再生可能エネルギーについての普及啓発事業は Webに よる活動が主体であるが 鵬PAオンライン報

告会や、エネルギーをテーマにした 3回の 駆PA勉強会を開催 し、各回の録画は YouT“e専用チャン

ネルで配信する等情報発信を精力的に行った。また、ホームページをリニューアルし、当協会の活動を

8つのカテゴリーに分け各活動が検索しやすくなつたとともに、携帯画面でも見やすい構成とした。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 206 】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千

円)

霊山プロジェ

ク ト

定款 第 5条
(2)

■福島県伊達市霊山プロ

ジェク ト地元特産品セ ッ
ト “ほまじのわ"第 5弾
販売。今年は小セ ットも
メニューに入 り、約 60

組の販売量となった。
春、秋の霊山の集い は

新型コロナ感染防止の観
点から本年度も中止とな
った。

2022年
1月 ,2月 10人

当 協 会 会
員、地元プ
ロジェク ト
構成員及び
一般賛同者

60人

■霊山プロジェク ト視察
′ゝ
7ヽ

京都女子大・関西外語大
学の学生 16名、先生方
3名 、伊達市の関係者が

訪問。震災復興作業で生
じた宅地除染土砂一時仮
置き場撤去後の活用状況
などを視察した。

2022年
8月 4日 福島県

伊達市

霊山町

3人

只
_■
ノヽ
三二

生
」
¬̀

都 女 子
・関西外
大学の学
及び関係

30人



■9月 に急逝された霜里

農園金子美登氏を偲ぶ会
をオンラインで実施。金
子氏と交流の深かった 3

名による鼎談方式で、思
い出などを紹介 した。

2022年
12月 3

日

オンラ

イン
5人

当協会会員

及び関係者
20人

SDCs in

Mivashiro
プロジェク ト

定款 第 5条
(2)

SIX〕s in

Mivashiro
プロジェク ト

定款 第 5条
(2)

過去 3年間、三井物産環
境基金にて実施 してきた
プロジェク トであるが、
引き続き当協会のプロジ
ェク トとして展開してい

る。

■現場での活動

かばちゃ、からし菜、コ

ットンの栽培を通 し、メ
タン発酵設備から得 られ
た液肥の効果実証 を継
続。また、メタン発酵設

備視察会を実施するとと
もに地元活動グループと
共催 し、現場での “Lets

地産地消クッキング"イ
ベン トを開催 し、尚、新
たにメタンガス貯蔵設備
も増設 した。

2022年

4月 1日 ～

2023  年

3月 31日

埼玉県

南 埼 玉

郡

宮代町

8人

当協会会員

及び地元協

力者

80人
136

■ハロウインかばちゃ作
品コンテス ト。
今年は新たに『かばちゃ
と枝のアー ト』部門を設
け、地元活動団体、農家、
商店及び日本工業大学の

協力で、かばちゃを題材
とした作品コンテストを
開催。

応募、講評はオンライン
形式で実施し、地元ガー
ルスカウトの小学生、な
ど多くの作品応募があり
3部門 9作品が入賞し
た。講評は、当協会ホー
ムページで紹介するとと
もにプロモーションビデ
オを作成しYouTubeで の
動画配信を行った。

2022年

10月 1日

2022年

11月 15日

埼玉県
南 埼 玉

郡 宮 代
町、及び

オ ン ラ

イン

6人
当協会会員

及び地元関

係者

50人

■メタン発酵設備 (小規
模バイオガスプラン ト)

の製作技術や運転管理技
術習得を目的としたバイ
オガスマイスター講座を
開催。
本年度は基礎的知識研修
コースと、装置技術研修
コースを実施 し受講後オ
ンライン理解度テス ト実
施の結果 14名 の方をバ

イオガスマイスター中級

2022‐年

11月 8日

2022年

12月 25日

2023年

2月 14日

日 本 工

業 大 学
宮 代 キ

ャ ン パ

ス、及び

オ ン ラ
イン

5人

日本工業大

学学生、教

職員並びに

一般参加者

20人
22



SI)Gs in

Mivashiro
プロジェクト

定款 第 5条
(2)

認定者として認定書を発
行 した。また、オンライ
ンで遠方でも受講できる
よう e― ラーニング用テ
キス ト、動画を整備 した。

■バイオガスマイスター

商標登録
講習会等で使用する『バ

イオガスマイスター』の
文言が特許庁にて商標登
録された。
商願 2022‐ 033255

2022年

12月 6日 22

■クラウドファンディン
グ
本活動の資金とすべくク
ラウドファンディングを
立ち上げ、ホームページ、
及びメールにて募集。
23名の賛同者を得て、
今期の活動資金を調達。
CFニ ュースを4回発行
し、毎号で活動内容報告、
資金活用報告するととも
に、高額寄付者には、“ほ
まじぼわ"セ ットを返礼
品として送った。

2022年

9月 1日

2022・年

12月 31日

オンラ

イン
5人 26

■宮代町プロジェク ト報
4■_△
口 ●■

第 17回総会終了後に、三

井物産環境基金助成 「顔
の見える地産地消の食と
エネルギーづくり」プロ
ジェクト (宮代町プロジ
ェク ト)の 3年間の活動
を纏めた報告会が行われ
た。

2022・午

5月 28日

オ ン ラ
イン 15人 30人

普及啓発・セ

ミナ

定款 第 5条
(1)

■REPA 勉強会
オンラインによる REPA

勉強会を 3回開催。
各テーマ (話題)を担当
者から解説 してもらい、
参加者皆で話題に対する
デ スカ ッシ ョンを行 っ

た。
勉強会資料及び解説・デ
スカッションの動画は会
員専用ホームページに

掲載 し、会員相互での情
報共有を行った。

2022年

7月 27日

12月 3日

2023年

1月 28日

オ ン ラ
イン 10人

当協会会員
及び関係者 21人

■参議院議員 との対話会
と語

る会は、有機農業に関心
を持つ市民約 70名 が集
って開催 され、当協会

2022  年

11月 10日

埼玉県

南埼玉

郡宮代
町 コミ
ュ ニ ア 3人

一般市民及
び関係者 70人

|

当協会会員 |

及び関係者
|

|



普及啓発・セ

ミナ

定款 第5条
(1)

のファシリテーシ
ョンで座談会が進められ
た。

ィセン

ター

■REPA視察会
西東京 リサイクルセンタ
ーのバイオガス発電設備
の見学。

2023 年

2月 17日
東京都

羽村市

4人 当協会会員
及び日本工

業大学学生
20人

■季刊誌 寄稿
季刊誌「環境施設」第 169

号、170号で当協会市橋
理事が「東電 lF原発事故
処理汚染水の海洋放出を
考える」一第二報～第四
を寄稿。
会員専用ホームページで
掲載し会員相互の情報共
有を行った。

2022  年

9月 1日

2022 準「

12月 1日

オンラ
イン

2人 当協会会員
及び関係者

80人

■Web総会
理事会、第 17回総会を
Skypeに よる Web会議形
式で開催。

2022年

5月 28日

オ ン ラ
イン 15人

当協会会員
21人

■駆PA事務局会議
2回の理事会、6回の事務
局会議を Skypeに よるオ
ンラインで開催。

2022年

5月 7日

7月 2日

7月 28日

10月 2日

11月 16日

12月 28日

2023年

3月 27日

オ ン ラ
イン 6人 当協会会員 21人

■REPAホームページリ
ニューアル

当協会の活動を8つの
カテゴリーに分け各活動
が検索しやすくなったと
ともに、携帯画面でも見
やすい構成とした。

2023年

1月 1日

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 一 】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千 円)



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和4年度 活動計算書 (そ の他事業がな▲生場合)

令和5年3月 31日
特定非営利活動法人再生可能エネルギー推進協会

金  額 小 計・ 合 計

ｎ
Ｖ

ｎ
υ

＾
Ｕ

ｎ
ｖ

ｎ^
〉

＾
υ

ｎ
Ｖ

０^
〉

ハ
υ

４

ふ

●
ｕ

Ａ
Ｕ

ｌ
ム

Ｏ
υ

０
５

177,000

寄付金収入

CF寄付金等収入

受取利息

4

事業収益

正会員会費
一般会員会費
賛助会員会費

10,000
101000

186,000
186,000

ｎ

ｖ

373,000

ｎ

Ｖ

人件費

B

人

2

会議費
旅費/交通費・宿泊費
機械・物品購入費・消耗品費
借料 。会議費・通信
講師謝礼等
雑費

機械 。物品購入費・消耗品費
消耗品費
通信運搬費
旅費交通費
雑費
交際費

０

５

１

８

０

３

２

１

０

０

０

７

０

８

４

６

１

６

　

６

０

２

３

　

２

２

205,547

205,547

ｎ

Ｖ

11,079
0

21,285
0

3,638
3,240

39,242

39,242
244,7

A B 128.211

【C】 経 常 外 収 益
経常外却益

経 常 外 収 益 計

当 期 経 常 外 博 減 C D ・ ・ ・ ②

ｎ

ｖ

D 128.211
0

214,398



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和 4年度 貸借対照表
令和5年3月 31日

特定非営利活動法人再生可能エネルギー推進協会

ｎ
）

＾
）

2

の

Ａ

，

ハ

Ｖ̈

ｎ

）̈

ｒ
Ｕ

1

ソフトウェア
2

長期貸付金
3

現金預金
未収金
棚卸資産

車両運搬具
什器備品

【A】 資 産 合 計 ①+② 342,609

長期借入金

2
ｎ

Ｖ

+

1

B-1

未払金
預 り金

B-2
前

正 128 211

214,398

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 8-2】 342,609

=1

■■ヨ■目國■闘



16 28

令和 4年度

重要な会計方針
計算書類の作成は、

“

PO法人会計基準 (2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)|=よ っています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸責産の評価基準は原価基準により、評価方法は総平均法によっています。

(2,固定資産の減価償却の方法
車両運搬具及び什器備品の減価償却は定率法によつています。

(3)引 当金の計上基準
・ 退職綸付引当金

該当しません。
・ その他引当金

当期末に発生すると認められる金額を計上 しています。

(4)施設の提供等の物的サ…ビスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスの受け入れは、活動計算書に計上 しています。
また計上額の算定方法|ま「3.施設の提供等の物的サービスの受け入れの内訳」に記載 しています。

(5'消 費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

3.施 設の提供等の物的サー ビスの受入の内訳
円

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増滅及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   0円 ですが、そのうち  0円 は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産 |ま   0円 です。

計算書類の注記

令和5年 3月 31日

特定非営利活動法人再生可能エネルギー推進協会

科 目
宮代PJ事業 管理部門 合計

186,000

剛
ｍ
０
０
０

186.000

0

21,725
136.011

808

26.400
20.603

0

0
0

11,079
21.285

0
3.638
3.240

００
∞
∞
０
０
∞
０
０
０
０

205 547

128.211

I 経常収益
1・ 受取会費
2 受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
6.その他収益
経常収益計

Π 経常費用
rl)人件費

人件費計
(2)そ の他経費

会議費
旅費交通費
機械・ 物品購入費・消耗品J
借料・会議費・通信
講師謝礼等
雑費
交際費

その他経費計
経常費用計
当期経常増減額

■□田□■

…■団四 ■生四■□ШL■

内容 金額 算定方法
特にな し

5.固 定資産の増滅内訳
円 )

期首残高 1当期増加額 当期減少額
01 0

容
計

内
合

備 考

=極
償却繁■巨正孤■

.  187.000

[



什器備品等
無形固定責産

0

合計

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引はありません。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要
な事項
事業費と管理費の按分方法

特になし

その他の事業に係る資産の状況

特になし

フ

科 目

合計

■π華王口曖顎扉因 躍野コ壺ヨ■罷3鉦ヨ
■■■■‖■■■回
■■■■田



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 4年度 財産目録
令和5年 3月 31日

特定非営利活動法人再生可能エネルギー推進協会

′1ヽ  計  合  計

342,609    342,609

パ ソコン

ｎ

ｖ

ｎ

ｖ

ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

長期貸付金

1

現金預金
手元現金
普通預金

普通預金

普通預金

普通預金

1,442
196,853

309
0

144,005

三菱UFJ銀 行野方支店
川崎信用金庫登戸支店
川崎信用金庫本店
ゆうちょ銀行・郵便振替口座

事業未収金

棚卸責産

ソフトウェア
文書編集ソフト

敷金
事業所関連

車両運搬具
事業用車両

0

ｎ

Ｖ 0

342.6〔

ｎ

ｖ

ｎ

ｖ

ｎ

Ｖ

ｎ

ｖ

ｎ

Ｖ

ｎ

ｖ

ｎ

ｖ

ｎ

ｖ

ｎ

ｖ

【A】 資 産 合 計 ①+② 342.609

ｎ
Ｖ

ハ
υ

ｎ

Ｖ

ｎ
Ｖ

ハ
υ

長期借入金等

1

2

未払金
給与関連
社会保険料関連

ｎ

ｖ

ｎ

ｖ

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ ｎ

ｖ

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 342,609

ｎ

ｖ



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

豊立上堂型量動工人_再生可能エネルギー推進協会_

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

図以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

図各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

1 く璽割)監事
サ トウ シゲオ 2022年

2023年

4月   1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日佐藤 茂夫

2 〇
監事

ホリウチ ミチオ 2022年

2023年

4月   1日

3月  31日

年 月

月

日

曰年堀内 道夫

3 〇
監事

オゾノ ジロー 2022年

2023年

4月   1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日尾園 次郎

4 ①
監事

アメミヤ タカシ 2022年

2023年

4月   1日

3月  31日

年 月

月

日

日年雨宮 隆

5 o監 事

ハヤシナラ ノリオ 2022年

2023年

4月   1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日林原 典生

6 cE)監事
イチハシ トシオ 2022年

2023年

4月   1日

3月  31日

年

年

月

月

日

日市橋 利夫

7 〇
監事

ホサカ ヒデオ 2022年

2023年

4月   1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日保坂 英夫

8 理事
〇

オノ ユウキ 2022年

2023年

4月   1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日小野 裕喜

9 理事・ 監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

10 理事 。監事

年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 再生可能エネルギー推進協会

氏   名

1 佐藤 茂夫

2 尾園 次郎

3 奥村  実

4 冨成 研一

5 鷹藤 和雄

6 雨宮 隆

7 堀内 道夫

8 林原 典生

9 市橋 利夫

10 小野 裕喜

11 保坂 英夫

12


